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令和８年第２回さつま町議会定例会 一般質問通告書 

令和８年６月１０日（１～５番）、１１日（６番～７番） 

 

順番 
(議席番号) 

質 問 者 
質 問 事 項 ・ 要 旨 

答 弁 を 

求める者 

１ （６） 

古田 昌也 

１ 国の動向による財源確保について 

現在、国において食品消費税率を２年間０％にする議論が

活発化している。消費者にとっては、この急激な物価高騰の

時代に大変喜ばしいことではあるが、本町のような地方自治

体においては、大きな減収となり、消費税法に基づく社会保

障の子育て・介護・医療・福祉サービス、またインフラ維持

などにも大きな影響や課題が生じると考えている。そこで、

町長はどのように考えているのか。次の点を問う。 

(1) 地方自治体に対する恒久的かつ十分な財源確保が不可欠

であると考えるが、国に対して明確な財源措置を求めて行

く考えはあるか。 

(2) 税率変更に伴うシステム改修や事務処理の変更など、

様々な人的負担と費用が発生すると考えるが、その対応を

想定しているか。 

(3) 消費税法に伴う社会保障、住民サービス等、行政サービ

ス等に対する影響などを想定し、対策を講じる考えはある

か。 

２ 小規模事業者の継続支援について 

 昨今の急激な物価高騰により、農商工事業者を含むすべて

の事業者において、倒産・廃業が多くみられる。 

要因としては、物価高騰も大いにあるが、事業者の高齢化、

後継者不足、また急激なデジタル化や新たな法整備等も含ま

れており、地方での事業継続が困難になってきている。 

本町の小規模事業者は、地域雇用の維持のみならず、高齢

者の生活支援や地域コミュニティの維持・防災活動などにも

重要な役割を担っていると考えるが、町長は本町の小規模事

業者の現状をどのように認識しているか。 

町 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町 長 

２ （１２） 

川口 憲男 

１ 町営住宅の維持管理について 

町営住宅は、老朽化により維持管理が困難な時期を迎えて

いるが、今後の対策について町長に問う。 

(1) 古い物件から廃止、建て替えの計画を示しているが、今

後どのように進める考えか。 

(2) 移住定住促進補助金等による支援により、定住人口の増

加を図る計画だが、今後の町営住宅の在り方について、ど

のように考えているのか。 
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順番 
(議席番号) 

質 問 者 
質 問 事 項 ・ 要 旨 

答 弁 を 

求める者 

２ 公有財産の在り方について 

 小中学校の閉校・再編により、建物等の有効活用が大き

く進展しつつあり、町の振興に役立っていると考えるが、今

後の取組について町長に問う。 

町 長 

３ （３） 

竪山 秀樹 

１ 農地中間管理機構(農地バンク)の機能強化について 

   今年５月、政府による規制改革推進会議(農業分野を扱う

作業部会)が開かれ、農地の集約を進めるために必要な制度や

運用の見直し等が議論されている。その中で、農地中間管理

機構(農地バンク)の機能強化を求める意見も出されている。 

本町においては、担い手支援室を中心に農地の集約推進に

向け、地権者と借り手耕作者とのパイプ役としてその機能を

発揮している。しかしながら、近年、管理面積の増加や貸借

に関する双方の意思確認や手続きの煩雑化により業務量も増

加している。 

こうした状況下、農地の集約推進を進めるためには、農地

バンクの機能強化に取り組む必要があると考えるが、今後の

対策及び方針について町長の見解を問う。 

２ 「第５次さつま町農林業いきいきプラン策定」について 

本計画は、第３次さつま町総合振興計画の農林水産部門に

おける農林業の振興について、目標数値を掲げた推進計画を

具体化するものであり、本町の農林業施策を推進するための

基本計画として位置付けられている。そのため重点推進品目

の選定及び見直しをはじめ、５年間を期間とする産出額の設

定と分野ごとの主な取組も掲げられている。しかしながら、

目標とする生産量及び生産額を達成するためには、年次ごと

の目標や推進品目別の面積及び生産量等、さらに踏み込んだ

計画策定が必要と考えるが、その点について町長の見解を問

う。 

３ 中東情勢悪化に伴う資材高騰対策について 

長引く中東情勢の混乱は、国内のあらゆる分野において多

大な影響を及ぼし、日本経済に大きな不安と不透明感を与え

ている。 

本町においても、その影響は図り知れないものがあり農業

生産の現場では、資材価格高騰によるコストの上昇が経営を

圧迫している。特に、施設園芸や果樹及び茶生産農家におい

ては、ハウス内の加温や茶の加工時に使用する重油やガス、

さらには、ビニール関連資材も高騰し今後の情勢に不安を募

らせている。 

このような状況下、本町においては、様々な支援策を講じ

てきたが、町単独での支援策には限界があると考える。国・
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順番 
(議席番号) 

質 問 者 
質 問 事 項 ・ 要 旨 

答 弁 を 

求める者 

県への要請も含めた支援策を打ち出せないか町長の見解を問

う。 

４ 農産物直売所及び物産館の今後の運営方針について 

本町における農産物直売所及び物産館については、今年３

月末現在で６か所稼働しており、その多くが合併前の旧町時

代に建設されたものである。そのため、年々老朽化が進み施

設の改修、保全に多額の費用も発生している。また、そのう

ち４施設が指定管理者制度による運営を行っており、町によ

る指定管理料も一部を除き増加の一途をたどっている。 

このような状況下、これまでと同様な形態での運営を継続

するのには限界があると思われる。将来的に全く新たな運営

方針や構想を模索する考えはないか町長の見解を問う。 

 

 

町 長 

４ （８） 

武 さとみ 

１ 学校での「平和教育」や、町民の平和に関する様々な意見に

ついて 

(1) 文部科学大臣が、沖縄県辺野古沖で起きた事故に関し、

京都の同志社国際高校の教育活動が政治的中立性を欠く

として、学校法人同志社に対し指導通知を発出し、近く全

国の学校の教育活動が適切かどうかを調査するとしてい

るが、政治的中立性について教育長の考えを問う。 

(2) 現政権が防衛力強化を推進する中、さつま町における弾

薬庫建設計画もその政策の一環と考えられる。エネルギ

ー・資源の輸入制約による国民生活への影響が懸念される

中、防衛予算の増額と社会保障の縮小が同時に進む現状に

ついて、町長の考えを問う。 

(3) 国会議事堂前や全国各地で「憲法を守るための緊急アク

ション」として４月８日には４７都道府県の計１６３か所

で約４万９,０００人が抗議の声を挙げるなど、憲法問題

に関する市民集会が繰り返し開催されている。また、さつ

ま町においても「弾薬庫はいらない」のスタンディングが

行われているが、このような市民活動について町長の考え

を問う。 

２ 人口減少に歯止めをかけるための方策について 

(1) 都市流出の背景には、教育や雇用の格差といった男女に

共通する要因がある。しかし、女性にとってはそれだけで

は説明しきれない、より複雑で切実な事情が存在する。地

方社会に根強く残る文化的な価値観や性別役割への期待

が、女性にとって「地元に戻りにくい」「戻りたくない」と

感じさせる大きな壁になっていると考えるが、具体的にど

のような改革が必要だと考えているか。 

(2) 基幹産業である農林畜産業が、高齢化に伴い後継者がい

教 育 長 
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順番 
(議席番号) 

質 問 者 
質 問 事 項 ・ 要 旨 

答 弁 を 

求める者 

ない不安を抱えている方も少なくない。町として、全国か

ら農業体験者を呼び込み農業を受け継いでいく人を育て、

人口減少に歯止めをかけるために、昨年度までの「さつま

町農林業いきいきプラン」の成果を生かしつつ、農用地を

有効利用するための「地域おこし協力隊員」を募集し担っ

てもらう考えはないか。 

５ （４） 

德留 和樹 

１ 本町の基幹産業である農業の今後の政策は 

世界情勢が目まぐるしく変わり、物価上昇も収まらない中、

本町としてはどのように基幹産業の農業を支えていくのか。 

(1) 喫緊の物価高騰により、資材価格等も高騰する中、農作

物の価格安定の見通しが立たない状況において、農業所得

の向上に向けた本町としての考えはないか。 

(2) 今後、重点品目等の価格安定に向けて、農作物に特化し

たさつま町のプライベートブランド創設を検討する考え

はないか。 

２ 環境資源を生かした町づくりについて 

本町は、ホタルの生息地や県指定文化財であるカワゴケソ

ウなど世界に誇る生物・植物が存在する。今後、このような資

源を活用した新たな観光誘致の考えはないか。 

(1) 本町に生息する生物・植物など地域の自然に触れるツア

ーなどを企画する考えはないか。 

(2) ホタルが本流にも少しずつ戻り、支流や二渡新田用水路

では本年多数のホタルを鑑賞することができたと聞く。ホ

タル舟の再開や、新たな形での鑑賞に向けた考えはない

か。 

(3) 学校教育の中でも郷土教育を行っているが、今後さらに

推進、強化していく考えはないか。 

町 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

町 長 

教 育 長 

６ （１１） 

有川 美子 

１ 犯罪被害者等支援条例の制定について 

近年、高齢者宅を狙った強盗事件発生や交通死亡事故等の

報道があり、町民から不安の声がある。本町で事件が発生しな

くとも、近隣や旅先などで犯罪に巻き込まれ、被害者になる可

能性は誰にでもある。町民の命と暮らしを守るべき一番身近

な自治体として、犯罪被害にあった町民を守る仕組みが必要

である。 

(1) 犯罪被害者等支援条例の制定が必要であり、検討中と聞

いているが、進捗状況は。 

(2) 条例制定後、町民が被害者となった場合の公的関係機関

や民間団体との連携についてどのように考えているか。 

(3) 条例制定及び被害者支援には、町民の理解と周知が大切

である。シンポジウムや研修会の開催を検討できないか。 

町 長 
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順番 
(議席番号) 

質 問 者 
質 問 事 項 ・ 要 旨 

答 弁 を 

求める者 

２ 道路河川愛護作業補助金（公民会対象）について 

公民会を対象とする道路河川愛護作業補助事業は、主管課

により補助内容の拡充や柔軟な対応がなされ、町民からも好

評価の声が届いている。一方、複数回利用している公民会と利

用できていない公民会がある。町民が使いやすく、喜んでもら

える事業にするべく、これまでの事業実績及び今後の運用等

について質問する。 

(1) これまで補助内容を拡充してきた経緯と実績並びに事業

評価は。 

(2) 公民会長が仕事等で役場の開庁時間に窓口に行けない、

申請手続きが分からないとの声がある。窓口以外での申請

受付方法を検討できないか。 

(3) 町の道路作業班が町道整備をする作業と愛護作業のすみ

分けについての考えは。 

３ 防災士の育成について 

私は、令和３年７月豪雨災害発生後の１２月定例会におい

て、地域防災力強化の観点から行政主体での防災士育成の必

要性の質問をした。その後、令和４年４月より防災士資格取得

のための支援事業が施行され、新たな防災士が誕生している。

事業成果及び防災士育成に対する本町の目標や今後について

質問する。 

(1) 防災士資格取得支援事業を活用した防災士の人数及び今

後の防災士育成の目標は。 

(2) 日本防災士機構の防災士養成研修を単独開催するに

は、受講者数７０名以上が必要と開催ハードルは高めであ

る。近隣自治体との合同開催を検討できないか。 

町 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町 長 

７ （７） 

桑波田 大 

１ 誘致強化と交流人口拡大について 

本町は合宿・大会誘致を推進するためにコンベンションタ

ウンさつま推進協議会を設置し、スポーツ・文化施設や宿泊施

設等を利用した交流人口の拡大を推進している。 

そこで、以下の点を町長に問う。 

(1) 合宿の要望がありながら受け入れに至らなかったケース

はあるか。また、その件数は把握しているか。 

(2) 誘致を続け、交流人口の拡大を目指す上で、宿泊施設の

不足が懸念されるが、どのような対応を考えているか。 

(3) 合宿・大会等では、様々な手配を利用者が個別に行って

いる現状があるが、これをワンストップで簡単に行える専

門窓口のような部署や係、または官民一体となる総合的な

受入れ体制を構築していく考えはないか。 

(4) 町外への各種団体等に対しての営業活動などの状況及び

今後の取組について問う。 

町 長 

 


